
Ⅲ．具体的方策

１．コロナ後の新たな留学生派遣・受入れ方策
（２）外国人留学生の受入れ方策

＜検討の方向性＞
②入学段階での要件・手続きの段力化
・ 高等専修学校への留学の際の日本語能力要件の緩和

２．留学生の卒業後の活躍に向けた環境整備
（２）外国人留学生等の高度外国人材の定着率の向上

＜検討の方向性＞
③関連する在留資格制度の改善
・ 在留資格の運用の見直しと周知促進（専門学校卒業者の専門知識・技能やその応用が発揮できる要件への

見直し（技術・人文知識・国際業務、特定活動等）、技術・人文知識・国際業務での業務内容の明確化、非漢字
圏出身者も含めた日本語教育機関の在学期間の在り方の検討）

３．教育の国際化の推進
（１）国内大学等の国際化

＜検討の方向性＞
・ 国際標準教育分類における高度専門士の位置づけの見直しと国家学位資格枠組みの検討の加速化

令和5年３月17日(金)
第５回教育未来創造会議 資料

教育未来創造会議ワーキング・グループ 第２次提言に向けた論点整理（案）（抜粋）

教育未来創造会議における議論の状況
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卒業後の定着率について

（N=312,214）

出典：日本学生支援機構
「2019（令和元）年度外国人留学生在籍状況調査結果」

留学生の学校種別割合総数とその後の就職状況について

出典：
※１ 日本学生支援機構「令和元年度私費留学生生活実態調査」
※２ 日本学生支援機構「令和元年度留学生進路状況・学位授与状況調査」
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現状の在留資格について①

令和４年10月25日 自民党教育・人材力強化調査会法務省説明資料
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現状の在留資格について②

令和４年10月25日 自民党教育・人材力強化調査会法務省説明資料

４



「技術・人文知識・国際業務」の在留資格の明確化等について」（平成２０年３月出入国管理
庁（最終改定令和３年３月））【抄】

２ 法務省令で定める上陸許可基準に適合していること
（１）自然科学又は人文科学の分野に属する技術又は知識を必要とする業務に従事しようとする
場合は、次のいずれかに該当すること。
ア 従事しようとする業務に必要な技術又は知識に関連する科目を専攻して卒業していること
（注）
従事しようとする業務に必要な技術又は知識に係る科目を専攻していることが必要であり，そのためには，大学・専修学校に
おいて専攻した科目と従事しようとする業務が関連していることが必要です。

（注）業務との関連性について
大学は，学術の中心として，広く知識を授けるとともに，深く専門の学芸を教授研究し，知的，道徳的及び応用的能

力を展開させることを目的とし，また，その目的を実現するための教育研究を行い，その成果を広く社会に提供することによ
り，社会の発展に寄与するとされており（学校教育法第８３条第１項，第２項），このような教育機関としての大学の
性格を踏まえ，大学における専攻科目と従事しようとする業務の関連性については，従来より柔軟に判断しています（海外
の大学についてもこれに準じた判断をしています。）。また，高等専門学校は，一般科目と専門科目をバランスよく配置した
教育課程により，技術者に必要な豊かな教養と体系的な専門知識を身につける機関であるとされており，大学と同様，そ
の目的を実現するための教育を行い，その成果を広く社会に提供することにより，社会の発展に寄与するものとするものとさ
れている（同法第１０５条第２項）ことから，大学に準じた判断をしています。
他方，専修学校は，職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し，又は教養の向上を図ることを目的とするとされてい
る（同法第１２４条）ことから，専修学校における専攻科目と従事しようとする業務については，相当程度の関連性を必
要とします。ただし，直接「専攻」したとは認められないような場合でも，履修内容全体を見て，従事しようとする業務に係る
知識を習得したと認められるような場合においては，総合的に判断した上で許否の判断を行っているほか，関連性が認めら
れた業務に３年程度従事した者については，その後に従事しようとする業務との関連性については，柔軟に判断します。

   、、、（略）
イ （略）

「技術・人文知識・国際業務」の運用ガイドラインについて
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出典：出入国在留管理庁Webサイトの資料(https://www.moj.go.jp/isa/content/001369972.pdf)
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海外

日本語教育機関

大学（含大学院） 専修学校・各種学校

就職

（上陸基準省令）
第１～３号及び
第６号（告示校における受講）

（上陸基準省令）
第１～３号 及び
第５号
・ ①告示校における６月以上の受講、②日本語能力の試験
による証明又は③一条校において１年以上の教育

かつ
・ 外国人担当常勤職員の設置

（上陸基準省令）
第１号 申請人が大学、専修学校専門課程、

高等学校、専修学校高等課程等に
入学

第２号 在留期間中の十分な資産等を有する
第３号 （研究生、聴講生に関する要件）
のみ

入管庁HP（専修学校又は各種学校へ入学するための日本語能力について）
以下いずれかに該当する必要
１ 告示校における６月以上の受講
２ 日本語能力試験 N2以上等
３ 一条校において１年以上の教育

入管庁HP（日本語教育機関への入学をお考えの
みなさまへ）
○日本語教育機関へ入学するための日本語能力について
日本語教育機関へ入学する者に対しては公益財団法人日本
国際教育支援協会及び国際交流基金が実施する日本語能力
試験（ＪＬＰＴ）Ｎ５相当以上の日本語能力を有することを
試験又は日本語履修歴により確認

85.2%
※2

14.8%
※2

6.3%
※1

46.7%
※1

27.4%
※1

13.9%
※1

※1 令和３年度日本語教育機関実態調査
       （R4.3一般財団法人日本語教育振興協会）

※2 専修学校におけるグローバル化対応に係る実態等調査
       （R2.2三菱総合研究所）

海外

※1及び※2における母集団は異なる。

高等学校
（上陸基準省令）
第１～３号 及び
第４号
年齢が２０歳以下かつ教育機関における１年
以上の日本語教育
（学生交換計画その他これに準ずる国際交流
計画に基づく受け入れはこの限りではない）

海外

データ
  無 し

日本語教育機関を介する留学生の動き及び関係規定高等専修学校への外国人留学生の受入れについて

高等専修学校も専門学校と同様の取扱いとなっており、
高等学校と留学生の受入れの基準が異なっている。

７

日本語教育機関経由による入学者数は、現地から直接入学する者の約3.5倍
      ※平成28年度 専門学校における留学生受け入れ実態に関する調査研究報告書
       （一般財団職業教育・キャリア教育財団）



外国人留学生のキャリア形成促進について（案）

【現状と課題】
○専門学校の留学生が就職する際（専門士等に限る。）には、在留資格「技術・人文知識・国際業務」に在留資格の切
り替えが認められているが、当該ガイドラインにより、大学・高等専門学校は専門科目と従事しようとする業務の関
連性を柔軟に判断がなされている一方、専門学校については専攻科目と従事しようとする業務の関連性が厳格に審査
されている状況

○大学と比較し、就職先が限定されている中、経済団体より専門学校の留学生の卒業後の就職促進について強い要望が
ある状況

【対応の方向性】
○企業等と連携し、質の高い専修学校専門課程を文部科学大臣が認定する「職業実践専門課程」を要件の一つとした新
たな認定制度を創設し、その認定の効果として在留資格「技術・人文知識・国際業務」の法務省における運用及び特
定活動告示第46号（高度専門士に限る。）について、大学等と同等の取扱いとする。

○新たな認定制度により認定を受けた専門学校を修了した留学生については、大学等を卒業した留学生と同様に円滑に
日本社会に適応できる留学生としての質が確保されるものとし、在留資格「技術・人文知識・国際業務」について大
学等と同等の取り扱いとする。なお、基準の充足を確認するために３年に一度のフォローアップを実施。

  認定要件案
①職業実践専門課程の認定を受けている課程であること。

②経営基盤に関して、継続的かつ安定的な財務状況であること。

③認定を受けようとする学科の実数のうち、留学生割合が２分の１の範囲内であり、日本人生徒との交流の機会が確保
され、日本社会に対する理解促進の環境が整備されていること。２分の１を超える場合にあっては、適正な進路指導
が行われるとともに、日本社会への理解促進に資する授業科目が300時間以上開設されていること。

④外国人留学生の受入れに関する不適切な事項その他目的に照らして不適切と認められる事項がないこと。
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その他の在留資格について（特定活動46号、高等専修学校）

○高い日本語能力を有するものに幅広い業務での活動を認める在留資格「特定活動」告示46号につ
いては、現行制度上、大学又は大学院の卒業生又は修了生に限定されているところであるが、新
たな認定制度により文部科学大臣が認定する４年制課程の専門学校の卒業生（高度専門士）に関
して、大学等の卒業生と同等の取り扱いとする。

○高等専修学校への留学生を受け入れる場合、現行制度上、高等学校が交換留学生を受け入れる取
り扱いと異なり、大学・専門学校等の高等教育機関としての取り扱いと整理され、留学時に日本
語要件（Ｎ２）が求められているところであるが、高等学校と同等の受け入れの要件とし、学生
交換計画があれば、日本語要件を求めない等、高等学校に留学した場合と同等の在留資格制度と
する。

特定活動46号について

高等専修学校

９



新認定制度の実施スケジュールについて（案）

１月 ３月

２０２３年

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 11月９月 10月 12月 １月 ２月

２０２４年

新
制
度

１～３月前半
認定要件等整理・協議

３月中旬～４月上旬
法令審査

４月中（２次提言ま
とめ後）～５月下旬
パブリックコメント

６月中
告示
公布・施行

公布・施行日に
都道府県に推薦依頼

８月末～９月上旬
までに審査完了

９月上旬
認定校の決定・公示

（備考）
・令和６年３月卒業生より適用
・法令審査や認定事務の状況により、後ろ倒しの可
能性あり。
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